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東海東京証券株式会社との 

金融商品仲介業に関する業務委託基本契約の締結について 

 

当社は、東海東京証券株式会社（本社：名古屋市中村区、代表取締役社長：佐藤昌孝、以下「東

海東京証券」といいます。）と、下記のとおり、金融商品仲介業に関する業務委託基本契約を締

結しましたので、お知らせいたします。これにより、当社が金融商品の売買等の媒介を行い、成

約した取引手数料について業務委託報酬を受け取る証券会社は楽天証券株式会社、株式会社Ｓ

ＢＩ証券、エース証券株式会社、あかつき証券株式会社に加え５社となります。 

 

記 

１．契約締結の目的・内容 

当社は、全国 21 拠点にオフィスを展開する金融商品仲介業者であり、204 名の所属 IFA と

媒介する資産残高 2,301 億円（いずれも 2021 年６月末現在）は、IFA 事業者として国内最大

クラスの規模を有しており、所属 IFA がファイナンシャル・アドバイス業務に専念できる環境

を提供し、当社に所属する IFA の業務支援・成功支援を行っております。 

また、当社は、当社に所属する IFA の成功及び当社の企業価値向上には、媒介する資産残高

を増加させる必要があると考え、事業を展開しております。 

東海東京証券は、これまで対面証券ビジネスで培ってきたソリューション提供、地銀提携ビ

ジネスにより蓄積されたプラットフォーマーとしての支援ノウハウ、ウェルス層・法人顧客層

への営業支援、多数の海外提携金融機関からの活きた情報の展開、各商品専属トレーダーのサ

ポート、親会社である東海東京フィナンシャル・ホールディングスのグループ力を活かした教

育支援等、多様な切り口で IFA ビジネスをサポートする体制を構築しております。 

今回の契約締結により、当社は、東海東京証券及び東海東京フィナンシャル・ホールディン

グスのグループ力を活かした情報提供と多種多様な商品プロダクト及びソリューションを活

用することが可能となります。 

このことにより、コアな金融資産の取り込みと法人顧客への対応力の強化が図れ、かつ、当

社が提供する IFA ビジネスプラットフォームの付加価値の向上により、所属 IFA の満足度向

上と新たな IFA の増加に繋がるものと考えております。 

 

２．業務開始日 

 2021 年８月 10 日 

 

 

 

 

会 社 名 株式会社アイ・パートナーズフィナンシャル 

代 表 者 名 代表取締役社長 田 中 譲 治 

 (コード番号：7345 東証マザーズ) 

問 合 せ 先 取締役管理本部長   島 田 和 紀 

 (TEL. 045-329-7150) 



３．業務委託契約先概要 

     

（１）名         称           東海東京証券株式会社 

（２）代 表 者 代表取締役社長 佐藤昌孝 

（３）所 在 地  愛知県名古屋市中村区名駅四丁目 7 番 1 号 

（４）事 業 内 容 金融商品取引業 

（５）資 本 金  60 億円 

（６）設 立 年 月 日 2008 年 10 月８日 

（７）大 株 主  
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社 

100％出資 

（８）当社と当該会社との資本関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９）最近３年間の連結財政状態及び連結経営成績 

決 算 期 2019 年３月期 2020 年３月期 2021 年３月期 

純 資 産  88,686 百万円 95,591 百万円 94,699 百万円 

総 資 産 1,270,607 百万円 994,899 百万円 1,285,184 百万円 

１株当たり純資産  739,052.60 円 796,599.56 円 789,164.84 円 

営 業 収 益  55,952 百万円 55,478 百万円 59,950 百万円 

純 営 業 収 益  53,023 百万円 52,884 百万円 56,964 百万円 

経 常 利 益  1,005 百万円 713 百万円 6,186 百万円 

当 期 純 利 益  458 百万円 822 百万円 4,207 百万円 

１株当たり当期利益 3,819.56 円 6,852.32 円 35,065.28 円 

１株当たり配当金  18,000.00 円 84,159.06 円 67,500.00 円 

 

４．今後の見通し 

2022年３月期における当社の業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、媒介する

資産残高の増加により、中長期的な企業価値の向上に繋がるものと考えております。 

 

以 上 

 


